
沼田市公共施設等総合管理計画（概要版） 
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1.背景 
 笹子トンネル天井崩落事故が起こるなど、高度成長期に一斉に整備され

た公共施設の老朽化が大きな課題となっており、本市においても、建物全
体の約５割が建築後30年を経過し、加えて、上下水道、道路、橋りょうなど
のインフラの多くも、老朽化が進んでいます。 

 総務省は、公共施設等の総合的かつ計画的な管理による老朽化対策等
を推進するため、地方公共団体に対して「公共施設等総合管理計画」の
策定を要請しました。 

 少子高齢化や人口減少の時代を迎え、社会保障関係費の増加や税収の
落ち込みが予想され、このままでは現状どおりに公共施設等を維持・更新
していくことが財政的に困難な状況となることが予測されます。 

2.目的 

3.対象施設 

 公共施設等の全体を把握するとともに、公共施設等の現状や課題を整理
し、総合的に企画、管理、活用することを目的としています。 

延床面積

(㎡)

集会施設 56 17,570.38

文化施設 2 1,110.31

図書館 1 4,957.78

博物館等 8 1,866.39

ｽﾎﾟｰﾂ施設 34 34,781.44

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 20 9,170.85

学校 21 106,907.00

その他教育施設 3 2,836.95

幼稚園・保育園 13 7,294.43

児童施設 6 1,719.02

高齢福祉施設 2 1,771.88

障害福祉施設 1 163.96

保健施設 3 6,086.82

その他社会福祉施設 3 1,767.04

庁舎等 5 12,695.37

消防施設 54 2,796.17

その他行政系施設 2 41,888.15

公営住宅 公営住宅 23 21,720.00

公園 公園 23 1,423.89

供給処理施設 供給処理施設 22 12,047.09

その他 その他 39 6,595.65

341 297,170.57

子育て支援施設

保健・福祉施設

行政系施設

計

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系
施設

大分類 中分類 施設数

市民文化系施設

社会教育系施設

学校教育系施設

箇所数等

市道
1,399,959m
（実延長）

農道 26,758m

林道 84,215m

橋りょう 橋数 313橋

上水道（管路） 165,590m

簡易水道（管路） 428,109m

公共下水道（管路） 128,128m

特定環境保全
公共下水道(管路)

96,275m

農業集落排水（管路） 41,103m

分　類

道路

上水道施設

下水道施設

 本計画では、学校や庁舎といった「公共施設」と、道路や水道などの「インフラ」
とを合わせた市有財産を対象とします。 

公共施設 インフラ 
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（㎡） 橋りょうの年度別整備状況

PC橋 RC橋 鋼橋 石橋 その他

5.84

3.82 3.77 3.63

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

沼田市 県内市平均 類似団体※平均 全国平均

（行政財産）人口一人当たりの延床面積（㎡/人）   市民一人当たりの延床面
積 5.84㎡/人。 

  類似団体※等と比較して約
5割多い状況です。 

※類似団体：人口規模や産業構造が類似する自治体のこと 
出典：平成26年度公共施設状況調経年比較表（総務省）及び 
    各住民基本台帳における平成28年1月1日現在の人口より算出 
    本市のみ最新情報とします。 

4.本市の現状 

出典：総務省「決算カード」 

 インフラの多くも老朽化が進行しています。 

 橋りょうは、25年～27年後には建替えが集中します。 

（1）公共施設 

（2）インフラ 

 老朽化が急速に進行。 

 10年後には約9割の建物が
老朽化 。 

 大規模改修の目安となる築30年
以上経過した公共施設は、延床
面積全体の約44％ですが、これ
が10年後には約88％になると見
込まれます。 

44.1%

88.1% 95.9%

55.9%

11.9%
4.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成28年度 10年後 20年後

築年別延床面積の割合

築30年未満 築30年以上（老朽化）

 本市の市民一人当たりの建物の
延床面積は5.84㎡/人であるのに
対し、県内市平均値は3.82㎡/人、
類似団体※の平均値が3.77㎡/人
となっており、本市の方が約5割
多い状況です。 

 橋りょうは、昭和57年～昭和59年及び平成7年～平成16年に集中して建設されて
おり、25年～27年後には建替えが集中することになります。 

昭和57 
～昭和59 平成7 

  ～平成16年 



4,406 4,275 4,239 4,043 4,077 3,964 4,017 3,956 3,875 3,918

2,309 2,308 2,491 2,683 2,757 3,415 3,562 3,611 3,524 3,777

2,903 2,994 3,090 3,011 2,919 2,749 2,713 2,518 2,484 2,419

2,587 1,958 1,800 937 1,262
2,039 856 1,810 2,231 2,210

3,584
3,170 3,017

2,742 2,600
2,539

2,716
2,710 2,564 2,774

220
281 303

331 466
314

332
272 395 499

3,083
3,151 3,207

3,117
3,899 2,877

2,722 2,482 2,541
2,727

439
430 406

499
390 655

546 525
860 533

2,362
2,484 2,589

2,491
2,599 2,747

2,865 2,925
3,002 3,327

21,892
21,053 21,140

19,854
20,968 21,299

20,329 20,809
21,476

22,184

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

百万円 歳出決算額の推移（普通会計）

繰出金 積立金･投資及び出資金･貸付金 補助費等
維持補修費 物件費 投資的経費
公債費 扶助費 人件費

3 

1,927 2,072 2,572 2,484 2,434 2,377 2,381 2,414 2,383 2,452

3,532 3,427 3,457 3,453 3,424 3,421 3,337 3,180 3,152 3,270

3,989 4,165 4,060
3,013 2,286 2,089 2,068 2,101 2,207

3,916

626 811 421
405

379 373 317 304 289

275

6,781 6,416 6,223
6,607

7,012 7,288 7,235 7,227 7,525

6,726

991 959 866
797 769 766 695 649 677

726

2,784 2,191 2,382
2,440 3,965 4,117

3,479 3,534 3,636
3,640

2,092
1,881 1,844

1,226
1,217 1,468

1,366 1,928
2,272

2,010

22,721
21,924 21,825

20,426
21,487 21,899

20,877 21,337
22,140

23,014

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

百万円 歳入決算額の推移（普通会計）

市債 国県支出金 各種交付金 地方交付税

地方贈与税 その他自主財源 固定資産税 市民税

自
主
財
源

依
存
財
源

58.1％

41.9％

出典：H22年までは国勢調査の値を使用し、H27年（Ｈ26年末）以降は沼田市の 
    人口ビジョンにおいて算出した値を使用 

 歳入額は、毎年200～230億円程
度で推移。 

 自主財源の割合が41.9％、依存
財源の割合が58.1％と、国への
依存が高い状況となっています。 

出典：総務省「決算カード」 出典：総務省「決算カード」 

歳入額の推移 歳出額の推移 

 歳出額は、毎年200～220億円程度で
推移。 

 高齢化の進展に伴い、義務的経費で
ある扶助費は増加傾向を示していま
す。 

 人口減少や少子高齢化が見込まれる中、高齢者等に対する扶
助費等の増加や生産人口の減少に伴う税収の減少などが推測さ
れ、今後、公共施設等の更新に投下できる予算は大幅に増加す
ることは考えにくい状況です。 

扶助費 
は増加 
傾向 

（3）人口減少 

（4）財政状況 

 40年後には、人口は
約5割が減少し、2.2人
に1人が高齢者の時代
を迎えます。 

 人口推計によると、40年
後の平成67（2055）年度に
は人口の約55％が減少し、
高齢者（65歳以上）の割合
は45.8％となり、2.2人に1
人が高齢者になると推測さ
れます。 

32,782

22,948
20,104

50,679
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33,828
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老齢人口の割合（65歳以上）



0

20

40

60

80

100

120

140

160

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

H
31

H
32

H
33

H
34

H
35

H
36

H
37

H
38

H
39

H
40

H
41

H
42

H
43

H
44

H
45

H
46

H
47

H
48

H
49

H
50

H
51

H
52

H
53

H
54

H
55

H
56

H
57

H
58

H
59

H
60

H
61

H
62

H
63

H
64

H
65

H
66

(億円)

過去5年間の更新費用

大規模改修※

大規模改修(積残し)※

更新※

更新（積残し）※

道路整備額

橋梁整備額

上水道整備額

下水道整備額

向こう40年間の年平均

過去5年間の年平均

40年平均：75.8億円/年(直近5年間の4.1倍)直近5年間(実績)

18.3億円/年
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5.公共施設等の課題 

 公共施設は合併等の理由により、市民一人当たりの建築面積が全国の
他団体や類似団体の平均値よりも約5割多くなっています。 

（1）人口規模に対して施設を過大に保有 

（3）人口減少や年代構成の変化によるニーズの変化 

（4）きびしい財政状況 

（2）施設の老朽化 
 10年後には、建築後30年以上経過する公共施設が全体の9割に上ります。 

 人口減少や年代構成の変化により、求められる公共施設ニーズも変化
が予測されます。 

 今ある公共施設及びインフラをすべて維持した場合、向こう40年間に
必要となる更新費用は3,031億円、1年当たり約76億円の経費が必要とな
ります。この場合、直近5年間の実績値の年平均値(18.3億円)の約4.1倍
に相当します。 

 老朽化の進行にともなう施設の維持･更新費の増加 
 生産人口の減少に伴う税収の減少 
 大幅な歳入額増加が見込めない一方で、高齢化に伴う歳出額の扶助

費の増加 

 推計結果より、40年間に公共施設の延床面積を37％削減し、
かつ、今後とも維持する施設については長寿命化等を図ること
で、将来の更新費用は現状の整備資金とほぼ同額まで削減でき
るという結果となりました。 

公共施設及びインフラの将来の更新費用の推計 

※は公共施設 
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6.計画期間 

平成29（2017）年度～68（2056）年度までの40年間 
人口や社会情勢の変化に対応するため、必要に応じて計画を見直します。 

7.基本理念 

 次世代に大きな負担を残さないため、「あったらいいな」ではなく「なくてはならな
い」公共施設へ、新しい公共施設のあり方を「チームぬまた」一丸となって考え、
創り、未来へとつないでいきます。 

8.基本方針 

※1：施設の建設に要する資金から竣工後の維持・管理、そして更新や廃止に伴う撤去費用にいたるま 
   での全段階にわたる総コスト 

9.目標の設定 

 ライフサイクルコストの縮減を図るとともに、利用需要の変化に応じた総量の
最適化による更新投資の平準化や抑制を目指します。 

保有量（延床面積）を今後
40年間で40％削減 

「新しい公共施設のかたちを未来へつなげよう」 

方針1：施設の長期活用 

方針3：ライフサイクルコスト（LCC）※1の縮減と更新投 
     資の平準化 

方針2：施設の機能や規模の最適化 

 
将来の公共施設のすがた 

（1）公共施設 

（2）インフラ 

 公共施設の総量を40％削減することを目標とし、加えて、建物の長寿命化や運
営の効率化、民間資金等の活用などの施策を行っていきます。 
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10.実施方針 

1. 点検･診断等の実施方針 
  ・法定点検・自主点検を組み合わせて実施し、点検履歴を記録します。 
  ・安全性、耐久性、不具合性、適法性、社会性、環境負荷性等を診断し、計画 
 的な保全に活用します。 
 

2. 維持管理･修繕･更新等の実施方針 
  ・点検診断の結果に基づき、必要な対策を適切な時期に効率的・効果的に実 
 施します。 
  ・メンテナンスサイクルを構築します。 
     （点検･診断→対策の実施→情報の記録→次期点検･診断） 
  ・人口の動向や市民ニーズ、周辺施設の立地状況及び類似施設の状況等を 
 踏まえ、適切な規模を検討し、機能の複合化等による効率的な施設配置を目 
 指します。 
  ・民間との連携も視野に入れます。 
 

3. 安全確保の実施方針 
  ・建築後30年程度経過している施設は、必要に応じて劣化度調査を実施します。 
  ・危険性が認められた施設は更新、改修、解体等を検討し安全性の確保を図りま 
 す。 
  ・廃止や利用見込みのない施設は、解体、除却等により安全性の確保を図ります。 
 

4. 耐震化の実施方針 
  ・耐震化未実施の施設は老朽度や需要を考慮し、段階的に耐震化を実施します。 
 

5. 長寿命化の実施方針 
  ・ライフサイクルコストの縮減の見込める施設は計画的な改修を実施し、維持管 
 理費用の抑制と平準化を目指します。 
 

6. 施設再編の推進方針 
  ・人口の動向や市民ニーズ、財政状況及び施設評価の診断結果を踏まえ、施 
 設の統合や廃止等の再編を検討します。 
  ・再編の実施にあたっては、「（仮）アクションプラン」を策定し取組を進めます。 
 

7. 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 
  ・市長・副市長・教育長・部長級で構成する「ファシリティマネジメント※2推進会 
 議」により全庁的な合意形成を図り、取組を推進します。 
  ・本計画の進捗状況等は、議会への説明とホームページ等で市民に公表します。 
 

8. 新たな財源の確保 
  ・受益者負担の見直しやPPP ・PFI※3 事業などにより、新たな財源の確保を検討 
 します。 

※2：ファシリティマネジメント（FM）：団体等が保有又は使用する全施設資産及びそれらの利用環境を経営 
   戦略的視点から総合的かつ統括的に企画、管理、活用する経営活動 
※3：PPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ）：公民が連携して公共サービスの提供を行うこと。 
   PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）：公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民 
   間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うこと。 
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11.マネジメント推進体制 

 総合管理計画の取組状況を客観的に検証し、必要な行動を促す仕組み
を構築することにより、PDCAのマネジメントサイクルに沿った進捗管理
を行います。さらに、取組の進捗状況を踏まえ、計画期間中であっても
必要に応じて目標や方針の見直しを実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＦＭ推進会議 

ＦＭ推進委員会 

■委員：総務部長・課長（要綱別表１） 
■役割：各種ＦＭ施策の実務的な検討 

■議長：市長、構成員：副市長・教育長・各部長 
■役割：各種ＦＭ施策の実施判断、最終決定 
 
 
 
 
 
 

実 施 

 
 
 
 
 
 
 
 

市有財産等利活用検討部会 

行政改革推進本部 

 

簡易なものはすぐ実施 

事務関係：財政課 

施設所管課 

技術関係：建設課等 

報告 

行政改革推進委員会 

Plan（計画） 

総合管理計画の策定 
個別計画の策定 
 

Do（実行） 

計画の実行 
 

Check（評価） 

実行した計画の評価 
 

Action（改善） 

課題の整理、計画の見直し 

 全庁横断的な検討・判断を実施するため、ファシリティマネジメント
推進会議を設置し、施設を効率的に維持管理するための公共施設マネジ
メントの推進体制を整備します。 

公共施設マネジメントの推進体制 

（1）全庁的な取組体制の構築 

（2）フォローアップの実施方針 
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12.再編等に向けた考え方 

再編手法 再編手法の考え方 

① 複合化 
既存の異なる種類の公共施設を統合し、これらの施設の機能を有した複合施設を整備します。ま
た、公共施設と民間事業者の持つ施設を統合することもあります。 

② 多機能化 従来の機能以外の機能を加え、より多くの機能を有した施設とします。 

③ 集約化・ 
  類似機能の統合 

同一機能・機能が似通っている複数施設を、より少ない施設規模や数にまとめます。 

④ 統廃合 実態が類似している複数の機能を併せ、施設を廃止、合併、統合します。 

⑤ 公民連携（PPP） 
PFI方式、指定管理者制度、包括管理委託など、行政と民間がパートナーを組んで、施設建設や
事業運営等を実施します。 

⑥ 民営化 従来行政が行っていた事業を、全面的に民間資本によって実施します。 

⑦ 譲渡 施設を市民等に譲渡し、市民等による管理運営を行います。 

⑧ 広域連携 施設を周辺自治体で共同所有もしくは役割分担を行うことで負担を軽減します。 

⑨ 長寿命化 既存の建物の耐久性を高め、劣化の進行を遅らせ、より長く施設を使用します。 

⑩ 計画修繕 
部材・設備の劣化部の修理や取替えを、周期を決めて計画的に行い、性能・機能を回復させま
す。 

⑪ 必要性の検討 必要性の低いサービス、目的を達成した施設については、廃止も視野に必要性を検討します。 

施設名 再編等の考え方 

道路 

 「道路整備基本計画」「舗装長寿命化修繕計画」等に基づき整備を進めます。 
 維持管理作業や調査・点検作業などの合理化を進めるとともに、利用需要の変化に応じた道路網

の再構築を検討します。 
 打ちかえ工事（オーバー・レイ）については、点検等に基づく計画的な更新により、費用の縮減を

目指します。 

橋りょう 

 「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき管理を行います。 
 維持管理が極めて困難な橋りょうや更新に投下する費用に見合う便益が見込めない橋りょうなどは

廃止・撤去を検討します。 
 「橋梁長寿命化修繕計画」対象外の橋りょうについても計画的な維持管理の仕組みを検討します。 

トンネル 
 「トンネル長寿命化修繕計画」等の策定と計画的な維持管理により、維持管理コストの縮減に努め

ます。 

上水道施設 
 「水道ビジョン」や「長寿命化計画」等に基づく効率的な経営を目指すとともに、減災等への対応に

も努めます。 

下水道施設  上水道事業との統合などの経営の合理化を検討するとともに、継続的に管理向上を目指します。 

（1）公共施設 

（2）インフラ 

 公共施設については、以下に示す11の再編手法により、施設再編の取
組を行っていきます。 

 沼田市 総務部 財政課 平成29年3月 
 

 〒378-8501 群馬県沼田市西倉内町780番地 
 電話：0278-23-2111（代表） ファクス：0278-24-5179 

 ホームページ：http://www.city.numata.gunma.jp/ 
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